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（証券コード　7749）

平成29年６月13日

株 主 各 位
東 京 都 文 京 区 湯 島 一 丁 目 1 3 番 ２ 号

メ デ ィ キ ッ ト 株 式 会 社
代表取締役社長 栗 田 宣 文

第34期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都文京区湯島一丁目７番５号

東京ガーデンパレス　２階　高千穂の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第34期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第34期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
　第１号議案
　第２号議案
　第３号議案
　第４号議案
　第５号議案

剰余金処分の件
資本準備金の額の減少の件
取締役10名選任の件
監査役１名選任の件
退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金
制度廃止に伴う打切り支給の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算
書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ホームページ
（ h t t p : / / w w w . m e d i k i t . c o . j p / ） に 掲 載 さ せ て い た だ き ま す。
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株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等により、

緩やかな回復基調で推移しているものの、中国をはじめとする新興国の景

気減速や米国の金融政策等の影響により、依然として先行き不透明な状況

が続いていると言えます。

当社グループの属する医療関連業界におきましては、今後も少子高齢化

が進展していく中、増加し続ける医療費を背景に、国が推し進める医療・

介護の将来像の実現に向けて医療制度改革が進められております。医療を

取り巻く環境は、引き続き厳しい状況にあると言え、関連各企業におきま

しては、強く効率化の推進が必要とされる状況にあります。

このような中で当社グループは、品質の高い製品を医療現場に提供し、

進歩する医療に対処するための安全性を備えた新商品を提案できるよう、

努めてまいりました。その結果、当連結会計年度の業績は、売上高16,850

百万円（前期比7.2％増）、営業利益3,511百万円（同2.6％減）、経常利益

3,560百万円（同3.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益2,295百万円

（同0.5％減）となりました。

当社の商品区分である品目別の売上高は以下のとおりです。

人工透析類におきましては、6,203百万円（前期比7.7％増）となりまし

た。静脈留置針（麻酔）類におきましては、4,773百万円（同8.5％増）と

なりました。アンギオ類におきましては、5,832百万円（同5.5％増）とな

りました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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品 目 売上高（百万円） 構成比（％） 増減率（％）

人 工 透 析 類 6,203 36.8 7.7

静脈留置針（麻酔）類 4,773 28.3 8.5

ア ン ギ オ 類 5,832 34.6 5.5

そ の 他 40 0.3 26.9

合 計 16,850 100.0 7.2

②　設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は955百万円であり、その主なも

のは生産設備の取得であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度に実施しました設備投資の資金は、自己資金を充当しま

した。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分
第 31 期

平成26年３月期
第 32 期

平成27年３月期
第 33 期

平成28年３月期

第 34 期
(当連結会計年度)
平成29年３月期

売 上 高 (千円) 14,529,363 14,850,163 15,722,076 16,850,582

経 常 利 益 (千円) 3,239,701 3,481,038 3,670,294 3,560,169

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益

(千円) 1,946,399 2,184,414 2,307,512 2,295,818

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 208.00 238.61 272.18 270.81

総 資 産 (千円) 39,483,405 38,076,692 40,243,823 42,252,934

純 資 産 (千円) 33,804,574 32,963,702 34,490,862 36,356,903

１株当たり純資産額 ( 円 ) 3,612.43 3,888.23 4,068.39 4,288.52

－ 3 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社議決権比率 主 な 事 業 内 容

東郷メディキット株式会社 90百万円 100.0％ 医 療 機 器 製 造

Medikit Vietnam Co.,Ltd. 1,100万米ドル 100.0％ 医 療 機 器 製 造

（注）１．議決権比率は間接保有を含んでおります。

　　　２．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特 定 完 全 子 会 社 の 名 称 東郷メディキット株式会社

特 定 完 全 子 会 社 の 住 所 東京都文京区湯島一丁目13番２号

当社及び当社の完全子会社における特定完全
子 会 社 の 株 式 の 帳 簿 価 額

9,215百万円

当 社 の 総 資 産 額 29,284百万円

(4) 対処すべき課題

当社グループは、「効率と安全」をキーワードとして、①競争力のあるグ

ループ体制の確立、②安全性と新商品開発、③グローバルな事業展開、④生

産体質の強化を課題と考えております。

①　競争力のあるグループ体制の確立

当社グループは、グループ間の連携が効率的な商品開発体制におけるひ

とつの課題と考えており、ニーズの探索や開発期間の短縮化に取り組み、

スムーズな市場投入を実現してまいります。

②　安全性と新商品開発

当社グループは、品質保証・安全管理体制の整備を行い、安全性の確保

に努め、安全性を重視した商品の開発・販売を行っております。医療事故

防止といった観点からの商品開発は、医療機器製造における責務であり、

より安全な製品を投入すべく既存製品の改善・改良等を実施しております。

③　グローバルな事業展開

海外展開を重要な戦略分野と位置付け、海外市場の動向を把握できる体

制、グローバルレベルでの開発力、商品力、販売力を備えた体制を確立す

るよう積極的に展開してまいります。

④　生産体質の強化

当社グループの持つ技術及び生産能力を最大限に発揮するための品質管

理とコスト管理を行い、競争力強化に努めてまいります。

－ 4 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
当社グループは、主として血管・血液に関する分野の医療機器を開発・製

造・販売しております。具体的な品目としましては、人工透析用留置針を中
心とする人工透析類、輸血・輸液等に使用する静脈留置針（麻酔）類と血管
造影、血管内治療に用いるアンギオ類であります。
単一セグメントのため、主な品目別の主要製品は次のとおりであります。

品 目 区 分 主 要 製 品 名

人 工 透 析 類 人工透析用留置針 ハッピーキャス、ハッピーキャスＣＬｓ等

静 脈 留 置 針
（ 麻 酔 ） 類

静脈留置針
スーパーキャス、スーパーキャス
（安全機構付）

ア ン ギ オ 類
イントロデューサー スーパーシース、インサートシース等

血管造影用カテーテル メディキット血管造影カテーテル

(6) 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 ・ 東 京 営 業 所 東京都文京区 名 古 屋 営 業 所 名古屋市東区

札 幌 営 業 所 札幌市北区 京 都 営 業 所 京都市下京区

仙 台 営 業 所 仙台市青葉区 関 西 営 業 所 大阪市中央区

埼 玉 営 業 所 さいたま市大宮区 神 戸 営 業 所 神戸市中央区

千 葉 営 業 所 千葉市稲毛区 広 島 営 業 所 広島市中区

横 浜 営 業 所 横浜市港北区 福 岡 営 業 所 福岡市博多区

東 郷 メ デ ィ キ ッ ト ㈱ 日向工場・日向第二工場：宮崎県日向市

Medikit Vietnam Co.,Ltd. ベトナム　ハイフォン市

(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

918（429）名 15（△36）名

 (注)   使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数　 

で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

164（8）名 3（－）名 38.5歳 12.1年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

－ 5 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 33,760,000株

②　発行済株式の総数 9,440,000株

③　株主数 821名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ナカジマコーポレーション 2,840,000株 33.50％

中 島 弘 明 1,590,000 18.76

ステート　ストリート　バンク　アンド
ト ラ ス ト 　 カ ン パ ニ ー
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

595,400 7.02

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパ
ニ ー レ ギ ュ ラ ー ア カ ウ ン ト
（常 任 代 理 人 　 ゴ ー ル ド マ ン・サ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社）

448,540 5.29

ノーザン　トラスト　カンパニー　エイブ
イエフシー　リ　フィデリティ　ファンズ
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

314,300 3.71

中 島 　 崇 280,000 3.30

中 島 弘 子 270,000 3.18

　ゴールドマンサックスインターナショナル
（常 任 代 理 人 　 ゴ ー ル ド マ ン・サ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社）

212,500 2.51

森 　 保 生 120,000 1.42

メ デ ィ キ ッ ト 社 員 持 株 会 104,500 1.23

（注）１．　当社は、自己株式を962,267株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお

　　　　　　ります。

　　　２．　持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 6 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 等

代 表 取 締 役 会 長 中 島 弘 明 株式会社ソラシドエア社外取締役

代 表 取 締 役 社 長 栗 田 宣 文

専 務 取 締 役 森 　 保 生

常 務 取 締 役 石 田 　 健 管理部門担当 兼　経理部長

常 務 取 締 役 景 山 洋 二
営業部長東日本担当
海外事業部担当

常 務 取 締 役 高 田 和 明 営業企画管理部長マーケティング部担当

取 締 役 中 島 　 崇
経営企画担当
東郷メディキット株式会社代表取締役社
長

取 締 役 佐 藤 治 郎 総務部長

取 締 役 堀 之 内 　 　 　 広 新規事業担当

取 締 役 吉 田 安 幸

常 勤 監 査 役 多 賀 　 隆

監 査 役 栗 岡 臣 男

監 査 役 大 島 秀 二

大島秀二公認会計士事務所
公認会計士・税理士
株式会社ニチイ学館社外監査役
株式会社協和コンサルタンツ社外取締役

（注）１．取締役吉田安幸氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　２．監査役栗岡臣男氏及び監査役大島秀二氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。

３．監査役大島秀二氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、取締役吉田安幸氏、監査役栗岡臣男氏及び大島秀二氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　事業年度中に辞任又は解任された取締役及び監査役

該当事項はありません。

③　責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役吉田安幸氏、社外監査役栗岡臣男氏及び同大島秀二
氏との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基
づく損害賠償責任額は、同法第425条第１項に規定する額を責任限度額と
しております。

－ 7 －

会社役員の状況
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④　取締役及び監査役の報酬等の総額

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の総額

取 締 役 10名 249,834千円

監 査 役 3名 12,030千円

合 計 13名 261,864千円

（注）１．取締役及び監査役の報酬等の総額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金額

を含んでおります。

　　　２．取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第32期定時株主総会において年額300

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）、うち社外取締役分20百万円以内と

決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成15年６月27日開催の第20期定時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。

４．子会社の役員を兼務する取締役１名については、子会社から報酬等を支給しておりま

す。

５．上記のほか、平成29年６月29日開催予定の第34期定時株主総会において付議いたしま

す「第５号議案　退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制度廃

止に伴う打切り支給の件」が承認された場合には、下記のとおり、役員退職慰労金を

支給する予定であります。

　　　・監査役１名に対し　4,123千円

６．上記のほか、平成29年６月29日開催予定の第34期定時株主総会において付議いたしま

す「第５号議案　退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制度廃

止に伴う打切り支給の件」が承認された場合には、取締役９名に対し総額13億円を上

限として、役員退職慰労金が退任時に支払われる予定であります。なお、これらの金

額には、上記及び過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引当金の繰入額が

含まれております。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

⑤　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役吉田安幸氏は、他の法人等の重要な兼職はありません。

監査役栗岡臣男氏は、他の法人等の重要な兼職はありません。

　監査役大島秀二氏は、大島秀二公認会計士事務所の代表及び株式会

社ニチイ学館の社外監査役、株式会社協和コンサルタンツの社外取締

役でありますが、同事務所・各社と当社との間に取引はございません。

－ 8 －
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ロ. 当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

区 分 氏 名
取締役会（12回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取締役 吉 田 安 幸 12回 100％ － －

監査役 栗 岡 臣 男 12回 100％ 13回 100％

監査役 大 島 秀 二 12回 100％ 13回 100％

・取締役会及び監査役会における発言状況

取締役吉田安幸氏は、医療機器業界にも精通しており、豊富な経験

と幅広い見識を有しており、取締役会において適宜発言を行っており

ます。

監査役栗岡臣男氏は、監査法人での豊富な経験から、経営の監視や

適切な助言を行っており、監査役大島秀二氏は、公認会計士・税理士

としての専門的見地から、取締役会の意思決定の相当性・適正性を確

保するための発言を行っております。上記２名の社外監査役は、監査

役会において、豊富な経験をもとに専門的見地から適宜発言を行って

おります。

ハ．社外役員の報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の総額

社 外 取 締 役 1名 3,600千円

社 外 監 査 役 2名 5,400千円

 (注) 　上記人数及び報酬等の総額は、④ 取締役及び監査役の報酬等の総額　イ．当事業年度に

係る報酬等の総額に含めて記載しております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　会計監査人に対する報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

25,000千円

（注）　１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

　　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

　　　　りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

　　　　の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

    ③　非監査業務の内容

　　　　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

　⑤　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

　　　金融庁が平成27年12月22日付けで発表した業務停止処分の内容

　　　イ.　処分の対象者

　　　　　新日本有限責任監査法人

　　　ロ.　処分の内容

　　　　　契約の新規の締結に関する業務の停止　３ヶ月

　　　　 （平成28年１月１日から同年３月31日まで）
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　　　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

　　以下のとおりであります。

　　１. 当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

　　　ることを確保するための体制

　　①　当社及び子会社の取締役及び使用人は、公正で高い倫理観・価値観に基

　　　づいて行動し、広く社会に貢献することが求められる。代表取締役は、常

　　　に、この精神を当社グループの取締役及び使用人に伝達し、法令遵守及び

　　　経営の透明性確保を徹底する。

　　②　代表取締役は、コンプライアンス統括責任者として、管理部門担当取締

　　　役を選任し、コンプライアンス体制の構築、維持、整備を行う。

　　③　内部監査部門は、コンプライアンス体制、法令及び定款上への適合性を

　　　確認し、代表取締役及び担当取締役に報告する。取締役会は、定期的にコ

　　　ンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

　　④　また、使用人が法令又は定款上疑義のある行為等を認知し、それを告発

　　　しても、当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定する「公益通報

　　　者の取扱に関する規程」に基づき運営を行う。

　　２. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制及

　　　び子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　①　株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか重要な職務執行に

　　　係る情報が記載された文書（電磁的記録を含む。）は、法令及び文書管理

　　　規程等の社内規程に基づき、適切に作成・保存・管理する。

　　②　当社の取締役及び監査役は、常時、前項の文書等を閲覧できるものとす

　　　る。

　　③　「関係会社管理規程」に基づき、子会社の取締役等は、子会社における

　　　法定の議事録の写し等の文書を当社に提出することにより、子会社の取締

　　　役等の職務執行に係る事項を報告する。また、当該資料については、当社

　　　の取締役・監査役が常時閲覧することができるものとする。

　　３. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　①　「リスク管理規程」に準拠したリスク管理体制の整備を進め、当社を取

　　　り巻くリスクを特定した上で適切なリスク対応を図る。
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　　②　「リスク管理委員会」を社内に設置し、定期的に当社グループが抱える

　　　諸リスクの管理について、把握、分析、評価した上で見直し、対応を検討

　　　するものとする。

　　③　当社グループの取扱う製品については、別途、原則月1 回開催する「部

　　　長会」にて、製品の安全性の確保、品質の向上について検討・見直しを行

　　　う。

　　④　また、不測の緊急事態が生じた場合には、代表取締役下の対策本部を設

　　　置し、迅速に損害の拡大を防止する体制を整える。

　　４. 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

　　　るための体制

　　①　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

　　　礎として、取締役会を月１回開催するほか、適宜、臨時取締役会を開催し、

　　　経営に関する重要事項について審議、議決及び取締役の業務執行状況の監

　　　督を行う。また、子会社についても取締役会を月１回開催するほか、適宜、

　　　臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項について審議、議決及び取

　　　締役の業務執行状況の監督を行う。

　　②　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、

　　　職務権限規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細

　　　について定める。

　　③　年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定するものとする。また、経

　　　営の意思決定の迅速化を図る為、代表取締役、担当役員、担当部長等で構

　　　成する「部長会」を毎月開催し、業務課題の審議、及び業務執行状況を確

　　　認する。

　　５. 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

　　　めの体制

　　①　「関係会社管理規程」に基づき、子会社管理の所管部門の統括の下、子

　　　会社に対する適切な管理を行い、当社及び子会社における内部統制の実効

　　　性を高める施策を実施する。

　　②　また、子会社に対しては、定期的に監査を実施するとともに、当社監査

　　　役と子会社監査役が意見交換を行い、業務の適正を確保する体制を整備す

　　　る。
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　　６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

　　　当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の

　　　確保に関する事項

　　①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、管理部

　　　門担当取締役は監査役と協議の上、合理的な範囲で業務補助のためのスタ

　　　ッフを置くことができるものとする。

　　②　同使用人の任命、異動等の人事権に係る事項の決定については、常勤監

　　　査役の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を確保する

　　　ものとする。

　　③　監査役の職務を補助する使用人は、その職務にあたっては、監査役の指

　　　示にのみ従うものとする。

　　７. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

　　　告に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保す

　　　るための体制

　　①　当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社グループの業務又は業績に

　　　与える重要な事項について、監査役に速やかに報告するものとする。前記

　　　に関わらず、監査役は必要に応じて、当社及び子会社の取締役及び使用人

　　　に対して報告を求める事ができることとする。

　　②　監査役は、代表取締役、内部監査室、監査法人とそれぞれ定期的に意見

　　　交換を行い、連携して当社グループの監査の実効性を確保するものとする。

　　③　監査役に報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

　　　を受けないこととする。

　　８. 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する事項

　　　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の

　　　当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理等所要の請求を受けた

　　　ときは、監査役の職務の執行に明らかに必要ないと認められる場合を除き、

　　　その費用を負担する。

　　９. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　　①　当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力排

　　　除に向け、企業行動憲章において、反社会的勢力とは断固として対決する

　　　旨を定める。
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　　②　反社会的勢力における不当要求が発生した場合の対応部署は、総務部が

　　　中心となり組織的に対応するものとする。総務部長を不当要求防止責任者

　　　に選任し、反社会的勢力に関する情報を集約し、一元的に管理する体制と

　　　する。

　　③　反社会的勢力による不当要求に備えて、平素より、所轄警察署、弁護士

　　　等の外部専門機関と連携し、情報収集や協力体制の構築に努めるものとす

　　　る。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は

　以下のとおりであります。

　①　取締役の職務執行について

　　当事業年度は、取締役会を12回開催し、法令や定款に定める事項、業務執

　　行に関する重要事項を協議・決定するとともに取締役および従業員の職務執

　　行の監督を行いました。

　②　監査役の職務の執行について

　　当事業年度は、監査役会を13回開催し、社外監査役を含む監査役は、監査

　　に関する重要な報告を受け、協議、決議を行っております。また、常勤監査

　　役は取締役会やその他の重要な会議へ出席し、代表取締役、内部監査室、会

　　計監査人との間で定期的に情報交換を行うことで、取締役の職務執行の監査、

　内部統制の整備ならびに運用状況を確認しております。

　③　リスク管理体制について

　　当事業年度は、リスク管理委員会を毎月開催し、リスクの把握と対策を検

　　討し、活動内容を定期的に取締役会に報告しております。

　④　内部監査について

　　内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を

　実施いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ【流 動 資 産】

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

金 銭 の 信 託

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ【固 定 資 産】

１（有 形 固 定 資 産）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

２（無 形 固 定 資 産）

３（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

31,625,949

22,899,743

4,206,692

1,500,000

734,013

1,128,521

489,426

358,776

309,195

△421

10,626,984

8,609,486

2,703,186

1,804,424

1,383,197

2,504,241

214,437

640,489

1,377,008

666,882

450

69,550

514,151

126,725

△751

Ⅰ【流 動 負 債】 3,614,421

支払手形及び買掛金 1,970,763

未 払 法 人 税 等 727,232

賞 与 引 当 金 344,400

そ の 他 572,025

Ⅱ【固 定 負 債】 2,281,610

役員退職慰労引当金 1,299,971

退職給付に係る負債 271,816

資 産 除 去 債 務 21,323

そ の 他 688,500

負 債 合 計 5,896,031

Ⅰ【株 主 資 本】 36,183,426

資 本 金 1,241,250

資 本 剰 余 金 10,378,585

利 益 剰 余 金 27,306,548

自 己 株 式 △2,742,957

Ⅱ【その他の包括利益累計額】 173,477

その他有価証券評価差額金 162,815

退職給付に係る調整累計額 10,661

純 資 産 合 計 36,356,903

資 産 合 計 42,252,934 負 債 純 資 産 合 計 42,252,934
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,850,582

売 上 原 価 9,707,653

売 上 総 利 益 7,142,928

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,631,508

営 業 利 益 3,511,420

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,935

受 取 配 当 金 15,165

受 取 地 代 家 賃 34,833

作 業 く ず 売 却 益 15,778

売 電 収 入 21,088

そ の 他 16,760 109,562

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,659

投 資 事 業 組 合 運 用 損 4,795

為 替 差 損 26,611

減 価 償 却 費 2,166

売 電 費 用 12,877

そ の 他 7,703 60,813

経 常 利 益 3,560,169

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 32,485

減 損 損 失 781 33,266

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,526,902

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,433,502

法 人 税 等 調 整 額 △202,418 1,231,084

当 期 純 利 益 2,295,818

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,295,818

－ 16 －

連結損益計算書



2017/05/31 13:04:55 / 16268397_メディキット株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年４月１日残高 1,241,250 10,378,585 25,604,173 △2,742,811 34,481,196

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △593,443 △593,443

親会社株主に帰属
する当期純利益

2,295,818 2,295,818

自己株式の取得 △145 △145

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,702,374 △145 1,702,229

平成29年３月31日残高 1,241,250 10,378,585 27,306,548 △2,742,957 36,183,426

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成28年４月１日残高 123,960 △114,295 9,665 34,490,862

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △593,443

親会社株主に帰属
する当期純利益

2,295,818

自己株式の取得 △145

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

38,854 124,956 163,811 163,811

連結会計年度中の変動額合計 38,854 124,956 163,811 1,866,040

平成29年３月31日残高 162,815 10,661 173,477 36,356,903

－ 17 －
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　２社

・連結子会社の名称　　　　　　　東郷メディキット㈱

Medikit Vietnam Co.,Ltd.

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　　PediaVascular Inc.

・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　　PediaVascular Inc.

・持分法を適用しない理由　　　　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち東郷メディキット㈱の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま

す。

また、連結子会社のうちMedikit Vietnam Co.,Ltd.の事業年度の末日は12月31日であり、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結に必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法を採用してお
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ります。

ハ．たな卸資産　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外子会

社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。

主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　 　10年～50年

機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品

２年～17年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間（３年～

５年）に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の　・退職給付見込額の期間帰属方法

　　方法　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　・数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、翌連結会計年度に一括

して費用処理することとしております。

　　　　　　　　　　　　　　　　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。
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２．会計方針の変更に関する注記

　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

　　の取扱い」(実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

　　年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

　　に変更しております。

　　　なお、この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

３．追加情報

　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

　　年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,118,710千円

(2) 圧縮記帳

圧縮記帳により次の金額を取得価額から控除しております。

建物及び構築物 34,352千円

機械装置及び運搬具 154,980千円

土地 50,000千円

－ 20 －
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,440,000株 －株 －株 9,440,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 962,229株 38株 －株 962,267株

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加38株は、単元未満株式の買取りによる増加です。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成28年６月29日開催の第33期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 593,443千円

・１株当たり配当額 70円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成29年６月29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しております。

・配当金の総額 635,829千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 75円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月30日

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については当社グループの資金運用規程に従い実施する方針で

あります。また、資金調達については必要が生じた場合に実施を検討する方針であります。

デリバティブ取引は、期末日現在該当がありません。今後、必要が生じた場合に実施を検

討する方針であります。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、主な取引先の信用状況を必要に応じ把

握する体制としております。

投資有価証券である株式は、主に市場価格の変動リスクに晒されていますが、中長期的な

保有の方針であり、定期的に時価を把握する体制としております。
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営業債務である支払手形及び買掛金は、当連結会計年度末においてはすべて１年内の支払

期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

① 現金及び預金 22,899,743 22,899,743 －

② 受取手形及び売掛金 4,206,692 4,206,692 －

③ 金銭の信託 1,500,000 1,500,000 －

④ 投資有価証券
    その他有価証券

512,213 512,213 －

⑤ 支払手形及び買掛金 (1,970,763) (1,970,763) －

(*)負債に計上されているものについては、(　　)で示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 金銭の信託

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

④ 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤ 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額123,215千円)および投資事業有限責任組合出資金（連

結貸借対照表計上額31,453千円）については、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「④ 投資有価証券　その他有価証券」 には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 4,288円52銭

(2) １株当たり当期純利益 270円81銭
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ【流 動 資 産】

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

金 銭 の 信 託

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ【固 定 資 産】

１（有 形 固 定 資 産）

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

２（無 形 固 定 資 産）

ソ フ ト ウ エ ア

無形固定資産仮勘定

そ の 他

３（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

17,081,404

10,571,530

1,500,300

2,706,392

1,500,000

328,294

268,450

26,237

179,896

723

△420

12,203,519

1,605,355

341,236

393

2,108

542,889

670,057

48,668

588,486

44,163

536,900

7,423

10,009,677

257,218

9,258,500

20

53,895

69,550

369,260

1,233

Ⅰ【流 動 負 債】 2,888,120

買 掛 金 2,390,186

未 払 金 19,562

未 払 費 用 136,321

未 払 法 人 税 等 175,157

未 払 消 費 税 等 4,537

前 受 金 25,101

預 り 金 10,427

賞 与 引 当 金 126,826

Ⅱ【固 定 負 債】 2,042,777

退 職 給 付 引 当 金 63,935

役員退職慰労引当金 1,290,342

長 期 預 り 金 688,500

負 債 合 計 4,930,897

Ⅰ【株 主 資 本】 24,278,272

１（資 本 金） 1,241,250

２（資 本 剰 余 金） 10,378,585

資 本 準 備 金 10,378,585

３（利 益 剰 余 金） 15,401,394

利 益 準 備 金 45,375

その他利益剰余金 15,356,019

別 途 積 立 金 11,600,000

繰越利益剰余金 3,756,019

４（自 己 株 式） △2,742,957

Ⅱ【評価・換算差額等】 75,753

（その他有価証券評価差額金） 75,753

純 資 産 合 計 24,354,026

資 産 合 計 29,284,924 負 債 純 資 産 合 計 29,284,924
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,850,582

売 上 原 価 13,039,280

売 上 総 利 益 3,811,301

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,088,782

営 業 利 益 722,518

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,337

受 取 配 当 金 780,258

受 取 地 代 家 賃 28,551

受 取 事 務 手 数 料 6,666

雑 収 入 3,857 820,670

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,659

投 資 事 業 組 合 運 用 損 4,795

雑 損 失 912 12,367

経 常 利 益 1,530,820

税 引 前 当 期 純 利 益 1,530,820

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 424,575

法 人 税 等 調 整 額 △129,901 294,674

当 期 純 利 益 1,236,146

－ 24 －
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,241,250 10,378,585 10,378,585 45,375 11,600,000 3,113,316 14,758,691 △2,742,811 23,635,715

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △593,443 △593,443 △593,443

当 期 純 利 益 1,236,146 1,236,146 1,236,146

自 己 株 式 の 取 得 △145 △145

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 642,702 642,702 △145 642,557

平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,241,250 10,378,585 10,378,585 45,375 11,600,000 3,756,019 15,401,394 △2,742,957 24,278,272

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 74,495 74,495 23,710,211

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △593,443

当 期 純 利 益 1,236,146

自 己 株 式 の 取 得 △145

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

1,257 1,257 1,257

事業年度中の変動額合計 1,257 1,257 643,814

平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 75,753 75,753 24,354,026

－ 25 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）

②　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

③　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法を採用してお

ります。

④　たな卸資産　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物、構築物：11年～47年

車両運搬具、工具、器具及び備品：２年～10年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当

事業年度負担額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

－ 26 －
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　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の

とおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、翌事業年度に一括し

て費用処理することとしております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱

いが連結貸借対照表と異なります。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

２．会計方針の変更に関する注記

   （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

　　の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

　　月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

　　更しております。

　　　なお、この変更による計算書類に与える影響はありません。

３．追加情報

   （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

　　年３月28日）を当事業年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 531,828千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　金銭債権 7,378千円

　　　金銭債務 2,249,260千円

－ 27 －
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　営業取引 売上高 22,668千円

仕入高 12,377,581千円

販売費及び一般管理費 159,008千円

②　営業取引以外の取引高 受取配当金 774,000千円

雑収入 7,438千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 962,229株 38株 －株 962,267株

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加38株は、単元未満株式の買取りによる増加です。

－ 28 －

個別注記表



2017/05/31 13:04:55 / 16268397_メディキット株式会社_招集通知

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

未払事業税 20,348千円

賞与引当金 39,138千円

役員退職慰労引当金 395,102千円

退職給付引当金 19,577千円

会員権評価損否認額 13,614千円

投資有価証券評価損否認額 16,428千円

支払手数料 82,843千円

その他 43,314千円

繰延税金資産小計 630,367千円

評価性引当額 △51,763千円

繰延税金資産合計 578,603千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 29,447千円

繰延税金負債合計 29,447千円

繰延税金資産の純額 549,156千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 30.86

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.33

留保金課税 1.88

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △15.63

住民税均等割 1.69

その他 0.12

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.25

－ 29 －
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８．関連当事者との取引に関する注記

属 性 会社等の名称

議決権等
の所有（被
所有）割合
（ ％ ）

関連当事者との関
係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役 員

の 兼
任 等

事 業
上 の
関 係

子 会 社
東郷メディキット
株 式 会 社

100.0 ２人 商品の仕入
医療機器
の 仕 入

12,377,581 買掛金 2,249,077

（注）１．商品の仕入については、市場価格と当該会社の製造原価等を勘案し、双方協議の上決
定しております。

２．取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,872円71銭

(2) １株当たり当期純利益 145円81銭

－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日
メディキット株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 　 秀 敬 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 井 清 二 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、メディキット株式会社の平成28年４
月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、メディキット株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 31 －

連結計算書類に係る会計監査報告



2017/05/31 13:04:55 / 16268397_メディキット株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日
メディキット株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 　 秀 敬 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 井 清 二 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、メディキット株式会社の平成
28年４月１日から平成29年３月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 32 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第34期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
 （1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
　　果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
　　て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
 （2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
　　等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
　　監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
　　ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
　　要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については
　　、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
　　から事業の報告を受けました。
　　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
　　するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
　　るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
　　備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
　　ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
　　報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
　証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
　て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並
びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月12日
メディキット株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 多 賀 　 隆 
社 外 監 査 役 栗 岡 臣 男 
社 外 監 査 役 大 島 秀 二 

以　上

－ 33 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、株主の皆様へ安定的な配当の維持に努めるととも

に、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして以下のとお

り当期の期末配当をさせていただきたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金75円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は635,829,975円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日といたしたいと存じます。

－ 34 －

剰余金処分議案
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第２号議案　資本準備金の額の減少の件

１．準備金の額の減少の理由

今後の機動的な資本政策に備えるとともに、財務戦略上の弾力性を確保す

るため、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額の減少を行

い、その他資本剰余金に振り替えたいと存じます。

２．準備金の額の減少の内容

（１）減少する資本準備金の額

資本準備金10,378,585,165円のうち2,000,000,000円減少し、その同額をそ

の他資本剰余金に振り替えたいと存じます。

（２）資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

平成29年８月４日

－ 35 －
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第３号議案　取締役10名選任の件

取締役10名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

なか

中
じま

島
ひろ

弘
あき

明
(昭和10年７月21日)

昭和48年６月　メディキット株式会社（現東

郷メディキット株式会社）を

設立

　　　　　　　代表取締役就任

昭和59年９月　当社設立

　　　　　　　代表取締役社長就任

平成22年６月　代表取締役会長就任

　　　　　　　（現任）

平成27年６月　スカイネットアジア航空株式

会社（現株式会社ソラシドエ

ア）社外取締役就任（現任）

1,590,000株

２

くり

栗
た

田
のぶ

宣
ふみ

文
(昭和37年６月28日)

昭和60年４月　日本貿易振興会（現独立行政

法人日本貿易振興機構）入会

平成20年５月　当社入社

平成21年４月　経営企画室長兼海外事業部長

平成21年６月　取締役就任

平成22年６月　代表取締役社長就任

　　　　　　　（現任）

10,000株

３

もり

森
 

　
やす

保
お

生
(昭和20年９月16日)

昭和48年３月　新井税務会計事務所入所

昭和54年10月　メディキット株式会社（現東

郷メディキット株式会社）入

社

平成13年６月　取締役経理部長就任

平成14年10月　取締役総務部長就任

平成15年４月　管理部門担当取締役就任

平成17年６月　常務取締役管理部門担当就任

平成22年６月　専務取締役就任（現任）

120,000株

－ 36 －

取締役10名選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

４

いし

石
だ

田
 

　
けん

健
(昭和26年２月11日)

昭和49年４月　株式会社三和銀行（現株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行）入行

平成15年10月　当社入社

　　　　　　　経理部長（現任）

平成17年６月　取締役就任

平成22年６月　常務取締役管理部門担当就任

　　　　　　　（現任）

200株

５

かげ

景
やま

山
よう

洋
じ

二
(昭和35年10月９日)

昭和61年５月　当社入社

平成19年４月　執行役員東日本営業部長

平成20年４月　執行役員営業部長西日本担当

平成21年６月　取締役営業部長西日本担当就

任

平成22年６月　常務取締役営業部長西日本担

当就任

平成24年４月　常務取締役営業部長東日本担

当就任

平成27年８月　常務取締役営業部長東日本担

当海外事業部担当就任（現

任）

7,700株

６

たか

高
だ

田
かず

和
あき

明
(昭和27年１月14日)

昭和51年４月　株式会社クラレ入社

平成17年１月　当社入社

平成19年４月　執行役員東日本営業部長

平成21年４月　執行役員営業部長東日本担当

平成21年６月　取締役営業部長東日本担当就

任

平成23年７月　常務取締役営業部長東日本担

当就任

平成24年４月　常務取締役営業部長西日本担

当就任

平成26年９月　常務取締役営業企画管理部長

マーケティング部担当就任

（現任）

500株

－ 37 －

取締役10名選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

７

なか

中
じま

島
 

　
たかし

崇
(昭和45年２月14日)

平成７年４月　当社入社

平成19年６月　東郷メディキット株式会社取

締役就任

平成22年４月　経営企画室担当部長

平成22年６月　取締役就任（現任）

平成25年６月　東郷メディキット株式会社代

表取締役社長就任（現任）

平成25年６月　経営企画担当就任（現任）

280,000株

８

さ

佐
とう

藤
じ

治
ろう

郎
(昭和27年２月12日)

昭和50年４月　株式会社千葉そごう入社

平成13年９月　当社入社

平成20年４月　総務部長

平成24年１月　執行役員総務部長

平成25年４月　総務部長（現任）

平成25年６月　取締役就任（現任）

1,500株

９

ほり

堀
の

之
うち

内
 

　
 

　
 

　
ひろし

広
(昭和35年５月30日)

昭和61年10月　当社入社

平成19年４月　執行役員西日本営業部長（ア

ンギオ担当）

平成23年４月　執行役員顧客サービス部長兼

透析事業担当部長

平成26年９月　執行役員営業部長西日本担当

平成27年６月　取締役就任（現任）

平成28年11月　新規事業担当就任（現任）

4,000株

10

よし

吉
だ

田
やす

安
ゆき

幸
(昭和23年２月14日)

昭和46年４月　旭化成工業株式会社（現旭化

成株式会社）入社

平成22年４月　旭化成株式会社　執行役員

平成23年４月　旭化成株式会社　専務執行役

員

平成23年６月　旭化成株式会社　取締役

平成25年６月　旭化成株式会社　顧問

平成26年６月　旭化成株式会社　顧問退任

平成27年６月　当社取締役就任（現任）

200株

（注）　　１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　２．吉田安幸氏は、社外取締役であります。

　　３．吉田安幸氏を社外取締役候補者とした理由は、旭化成株式会社で取締役、顧問を

務め、医療機器業界にも精通しており、豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に

活かしていただくためであります。

－ 38 －
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４．吉田安幸氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

５．当社は、吉田安幸氏との間で会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任額は、同法第425条第１項に規定する額を責任限度額としてお

り、吉田安幸氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、吉田安幸氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお

ります。

－ 39 －

取締役10名選任議案
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第４号議案　監査役１名選任の件

監査役多賀　隆氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ り が な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

※
かね

金
こ

子
なお

尚
みち

道
(昭和30年４月29日)

昭和56年８月　当社入社

平成17年４月　顧客サービス部部長就任

平成27年４月　マーケティング部留置針

担当部長就任（現任）

4,100株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．※印は、新任候補者であります。

－ 40 －

監査役１名選任の件
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第５号議案　退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制度廃

止に伴う打切り支給の件

監査役多賀　隆氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの

で、在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準による相当額の範囲内で

総額4,123千円の退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

なお、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　名 略 歴

た

多
が

賀
 

　
たかし

隆
平成21年６月　監査役就任

　　　　　　　（現在に至る）

また、当社は、役員報酬体系の見直しの一環として、平成29年５月15日開催の

取締役会において、役員退職慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止すること

を決議いたしました。

これに伴い、第３号議案をご承認いただいた場合に重任される取締役中島弘明、

栗田宣文、森　保生、石田　健、景山洋二、高田和明、中島　崇、佐藤治郎およ

び堀之内　広の９氏に対して、本総会終結の時までの在任中の労に報いるため、

当社の定める一定の基準に従い、総額13億円を上限として、退職慰労金を打切り

支給したいと存じます。

なお、支給の時期は各氏の退任時としたうえで、その具体的な金額、方法等は、

取締役会にご一任願いたいと存じます。

ふ り が な

氏　　　　　名 略 歴

なか

中
じま

島
ひろ

弘
あき

明

 昭和59年９月　代表取締役社長就任

平成22年６月　代表取締役会長就任

　　　　　　　（現在に至る）

くり

栗
た

田
のぶ

宣
ふみ

文

平成21年６月　取締役就任

平成22年６月　代表取締役社長就任

　　　　　　　（現在に至る）

もり

森
 

　
やす

保
お

生

 平成13年６月　取締役経理部長就任

 平成14年10月　取締役総務部長就任

平成15年４月　管理部門担当取締役就任

平成17年６月　常務取締役管理部門担当就任

平成22年６月　専務取締役就任

　　　　　　　（現在に至る）

－ 41 －
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ふ り が な

氏　　　　　名 略 歴

いし

石
だ

田
 

　
けん

健

 平成17年６月　取締役就任

平成22年６月　常務取締役管理部門担当就任

　　　　　　　（現在に至る）

かげ

景
やま

山
よう

洋
じ

二

平成21年６月　取締役営業部長西日本担当就任

平成22年６月　常務取締役営業部長西日本担当就任

平成24年４月　常務取締役営業部長東日本担当就任

平成27年８月　常務取締役営業部長東日本担当海外事業部担

当就任

　　　　　　　（現在に至る）

たか

高
だ

田
かず

和
あき

明

平成21年６月　取締役営業部長東日本担当就任

平成23年７月　常務取締役営業部長東日本担当就任

平成24年４月　常務取締役営業部長西日本担当就任

平成26年９月　常務取締役営業企画管理部長マーケティング

部担当就任

　　　　　　　（現在に至る）

なか

中
じま

島
 

　
たかし

崇

平成22年６月　取締役就任

平成25年６月　経営企画担当就任

　　　　　　　（現在に至る）

さ

佐
とう

藤
じ

治
ろう

郎
 平成25年６月　取締役就任

 　　　　　　　（現在に至る）

ほり

堀
の

之
うち

内
 

　
 

　
 

　
ひろし

広

平成27年６月　取締役就任

平成28年11月　新規事業担当就任

　　　　　　　（現在に至る）

（注）監査役につきましては打切り支給となる対象者はおりません。

以　上

－ 42 －

退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件
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メ　　モ

メモ
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定時株主総会会場ご案内図

東京都文京区湯島一丁目７番５号

東京ガーデンパレス　２階　高千穂の間

電話　03（3813）6211

御茶ノ水交番

東京ガーデンパレス

順天堂
医院

本
郷
通
り

東京医科歯科大学
附属病院

湯島聖堂

神田川

聖
橋

神田明神

東京メトロ丸ノ内線
御茶ノ水駅

東京メトロ千代田線
新御茶ノ水駅

ＪＲ御茶ノ水駅

最寄駅

東京メトロ　丸ノ内線御茶ノ水駅より徒歩５分

東京メトロ　千代田線新御茶ノ水駅より徒歩５分

Ｊ　　　Ｒ　中央線・総武線御茶ノ水駅より徒歩５分

地図




